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道銀ダイレクトサービス利用規定の改定内容表（改定日 平成 27年 6月 29日） 
改刷第 12.0版： 
                
本利用規程は改定日以降のお申込分から適用されるものとします。 

改 定 前 改 定 後 
第４条 サービスの申込・利用手続き等 
１．本サービス利用申込のできる方 
当行に普通預金口座をお持ちの個人の方が

ご利用になれます。また、家庭裁判所の審判に

より、補助・保佐・後見が開始された方につい

ての本サービスはご利用いただけません。本サ

ービスをご利用いただいている方に上記手続

きが開始された場合、速やかに届け出てくださ

い。この届け出の前に生じた損害について当行

は責任を負いません。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４条 サービスの申込・利用手続き等 
１．本サービス利用申込のできる方 
当行に普通預金口座をお持ちの個人の方がご

利用になれます。また、家庭裁判所の審判によ

り、補助・保佐・後見が開始された方について

の本サービスはご利用いただけません。本サー

ビスをご利用いただいている方に上記手続きが

開始された場合、速やかに届け出てください。

この届け出の前に生じた損害について当行は責

任を負いません。 
２．本サービスは、申込者が、現在、暴力団、

暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年

を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関

係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロま

たは特殊知能暴力集団等、その他これらに準

ずる者（以下これらを「暴力団員等」といい

ます）に該当しないこと、および次の各号の

いずれにも該当しない場合に利用すること

ができ、該当する場合には、当行は本サービ

スの申込みをお断りするものとします。 

(1)暴力団員等が経営を支配していると認め

られる関係を有すること 

(2)暴力団員等が経営に実質的に関与してい

ると認められる関係を有すること 

(3)自己、自社もしくは第三者の不正の利益を

図る目的または第三者に損害を加える目

的をもってするなど、不当に暴力団員等

を利用していると認められる関係を有す

ること 

(4)暴力団員等に対して資金等を提供し、また

は便宜を供与するなどの関与をしている

と認められる関係を有すること 

(5)役員または経営に実質的に関与している

者が暴力団員等と社会的に非難されるべ

き関係を有すること 

  ３．申込者が自らまたは第三者を利用して次の

各号の一に該当する行為をした場合、当行は

本サービスの申込みをお断りするものとし

ます。 

(1) 暴力的な要求行為 
(2) 法的な責任を超えた不当な要求行為 
(3) 取引に関して、脅迫的な言動をし、また
は暴力を用いる行為 
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第 10条 サービスの解約等 
１．当事者の都合による解約 
本サービスは当事者の一方の都合により相

手方に通知することにより、いつでも解約する

ことができます。ただし、契約者から当行に対

する解約の通知は当行所定の方法により届け

出るものとします。 
 
２．解約通知のみなし到達 
当行が解約の通知を届け出住所あてに通知

した場合に、その通知が配達不能、受領拒否そ

の他の事由により契約者に到達しなかったと

きは、通常到達すべき時に到達したものとみな

します。 
 
３．サービスの停止 
契約者に以下の事由がひとつでも生じたと

きは、当行はいつでも契約者に事前の通知をす

ることなく本契約に基づく全部または一部の

サービスの提供を停止することができること

とします。 
(1) 一年以上にわたり本サービスの利用が

ない場合。 
(2) 契約者が本利用規定の他、当行の取引規
定の各条項に違反したと当行が認めた場

合など、当行がサービス停止を必要とする

相当の事由が生じた場合。 
 
４．強制解約 
契約者に以下の事由がひとつでも生じたと

きは、当行は契約者に事前に通知することなく

サービスの解約をすることができることとし

ます。 
(1) 当行に支払うべき手数料などを延滞し

たとき。 
(2) 住所変更、Ｅ-ｍａｉｌアドレスなどの
届出を怠るなど契約者の責に帰すべき事

由により当行で契約者の所在が不明とな

ったとき。 

(4) 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を
用いて当行の信用を毀損し、または当行

の業務を妨害する行為 

(5) その他前各号に準ずる行為 
 

第 10条 サービスの解約等 
１．当事者の都合による解約 
本サービスは当事者の一方の都合により相手

方に通知することにより、いつでも解約するこ

とができます。ただし、契約者から当行に対す

る解約の通知は当行所定の方法により届け出る

ものとします。 
 
２．解約通知のみなし到達 
当行が解約の通知を届け出住所あてに通知し

た場合に、その通知が配達不能、受領拒否その

他の事由により契約者に到達しなかったとき

は、通常到達すべき時に到達したものとみなし

ます。 
 
３．サービスの停止 
契約者に以下の事由がひとつでも生じたとき

は、当行はいつでも契約者に事前の通知をする

ことなく本契約に基づく全部または一部のサー

ビスの提供を停止することができることとしま

す。 
(1) 一年以上にわたり本サービスの利用がな
い場合。 

(2) 契約者が本利用規定の他、当行の取引規
定の各条項に違反したと当行が認めた場合

など、当行がサービス停止を必要とする相

当の事由が生じた場合。 
 
４．強制解約 
契約者に以下の事由がひとつでも生じたとき

は、当行は契約者に事前に通知することなくサ

ービスの解約をすることができることとしま

す。 
(1) 当行に支払うべき手数料などを延滞した
とき。 

(2) 住所変更、Ｅ-ｍａｉｌアドレスなどの届
出を怠るなど契約者の責に帰すべき事由に

より当行で契約者の所在が不明となったと

き。 
(3) 手形交換所の取引停止処分を受けたと
き。 

(4)「支払の停止」または「破産・民事再生手
続開始、その他の法的整理開始」の申し
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(3) 手形交換所の取引停止処分を受けたと
き。 

(4)「支払の停止」または「破産・民事再生手
続開始、その他の法的整理開始」の申し立てがあ

ったとき。 
(5) 本人死亡、または相続の開始があったと

き。 
(6) 家庭裁判所の審判により、補助・保佐・

後見の手続きが開始されたとき。 

(7) 本条第３項「サービスの停止」に該当し
たと当行が認め、解約が妥当と判断したとき。 
 

立てがあったとき。 
(5) 本人死亡、または相続の開始があったと
き。 

(6) 家庭裁判所の審判により、補助・保佐・
後見の手続きが開始されたとき。 

(7) 本条第３項「サービスの停止」に該当し
たと当行が認め、解約が妥当と判断した

とき。 
(8) 契約者が、暴力団、暴力団員、暴力団員

でなくなった時から５年を経過しない者、

暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋

等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能

暴力集団等、その他これらに準ずる者（以

下これらを「暴力団員等」といいます）に

該当し、または次のいずれかに該当するこ

とが判明したとき。 

① 暴力団員等が経営を支配していると認

められる関係を有すること 

② 暴力団員等が経営に実質的に関与して

いると認められる関係を有すること 

③自己、自社もしくは第三者の不正の利益

を図る目的または第三者に損害を加える

目的をもってするなど、不当に暴力団員

等を利用していると認められる関係を有

すること 

 

④  暴力団員等に対して資金等を提供し、ま
たは便宜を供与するなどの関与をしてい

ると認められる関係を有すること 

⑤ 役員または経営に実質的に関与している
者が暴力団員等と社会的に非難されるべ

き関係を有すること 

(9) 契約者は自らまたは第三者を利用して次

の各号のいずれかに該当する行為をしたと

き。 

① 暴力的な要求行為 

② 法的な責任を超えた不当な要求行為 

③ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または

暴力を用いる行為 

④ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用

いて当行の信用を毀損し、または当行の業

務を妨害する行為 

⑤ その他前各号に準ずる行為 

 

以 上 


